
第２章 リスクアセスメントの基本 

２～３略 
 

労働安全衛生規則 

（職長等の教育） 
第 40 条 法第 60 条第３号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置に関すること。 
(2)～(3)略 

２ 法第 60 条の安全又は衛生のための教育は、次の表の上欄に掲げる事項につい

て、同表の下欄に掲げる時間以上行わなければならないものとする。 
事   項 時 間 
法第 60 条第１号に掲げる事項 ２時間 
法第 60 条第２号に掲げる事項 2.5 時間 
前項第１号に掲げる事項 
(1) 危険性又は有害性等の調査の方法 
(2) 危険性又は有害性等の調査の結果に基づき講ずる措置 
(3) 設備、作業等の具体的な改善の方法  

４時間 

前項第２号に掲げる事項 1.5 時間 
前項第３号に掲げる事項 ２時間 

３ 事業者は、前項の表の上欄に掲げる事項の全部又は一部について十分な知識及

び技能を有していると認められる者については、当該事項に関する教育を省略す

ることができる。 
 

（５）機械等の設置に伴う計画届の免除要件として明記 
労働安全衛生マネジメントシステムを適切に実施しており、一定の安全衛生水準

を上回る事業者は、労働基準監督署長の認定を受けることにより、労働安全衛生法

第 88 条第１項及び第２項に基づき一定の建設物や機械の設置・移設等に必要とさ

れる計画の届出義務が免除されます。 
その認定基準にリスクアセスメントを実施していることが定められています。 
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第２章 リスクアセスメントの基本 

 
労働安全衛生法 

（計画の届出等） 
第 88 条 事業者は、当該事業場の業種及び規模が政令で定めるものに該当する場

合において、当該事業場に係る建設物若しくは機械等（仮設の建設物又は機械等

で厚生労働省令で定めるものを除く。）を設置し、若しくは移転し、又はこれら

の主要構造部分を変更しようとするときは、その計画を当該工事の開始の日の

30 日前までに、厚生労働省令で定めるところにより、労働基準監督署長に届け

出なければならない。ただし、第 28 条の２第１項に規定する措置その他の厚生

労働省令で定める措置を講じているものとして、厚生労働省令で定めるところに

より労働基準監督署長が認定した事業者については、この限りでない。 
 

労働安全衛生規則 
（法第 88 条第１項ただし書の厚生労働省令で定める措置） 

第 87 条 法第 88 条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を含む。）

の厚生労働省令で定める措置は、次に掲げる措置とする。 
(1) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置 
(2) 前号に掲げるもののほか、第 24 条の２の指針に従つて事業者が行う自主的

活動 
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第２章 リスクアセスメントの基本 

２ リスクアセスメントとは 

 

（１）自主的な安全衛生対策 

労働災害防止のために事業者が講ずべき措置義務については、従来から労働安全

衛生法により定められています。しかし、これらは過去の災害等を教訓として作ら

れた最低の基準であり、これを守るだけでは、多種多様な作業が行われている職場

の安全衛生対策として万全ではありません。 
今、個々の会社（事業場）の作業の実態や特性を的確にとらえた会社自らが行う

自主的な安全衛生対策が求められています。それでは、具体的に何をすれば良いの

か？ その答えの一つが『リスクアセスメント（危険性又は有害性等の調査）』で

す。 
 

（２）リスクアセスメントとは 

リスクアセスメントとは、事業者自らが作業現場にある危険性又は有害性を特定

し、それによる労働災害（健康障害を含む）の重篤度（災害の程度）とその災害が

発生する可能性を組み合わせてリスクを見積り、そのリスクの大きさに基づいて対

策の優先度を決めた上で、リスクの除去、低減措置を検討し、その結果を記録する

一連の安全衛生管理手法です。事業者は、リスクアセスメントを行った結果に基づ

き、リスク低減措置を実施することになります。リスクアセスメントを導入するた

めの具体的な手順と、導入した後に定期的にリスクアセスメントを実施するための

手順の流れは次頁の図２－１に示しています。 
このように、リスクアセスメントは、労働災害防止のための予防的手段（先取り

型）であり、従来までの自社で発生した（他社で発生した）労働災害から学び、労

働災害発生後に行う事後対策（後追い型）とは異なる取組みです。 
 

（３）リスクアセスメントの目的 
事業者は、作業現場に潜んでいる危険の源（実際にケガや健康障害が起こったり、

作業が中断したり、設備が損傷を受けたり、また、作業現場周辺の環境や公衆にま

で害が及ぶような要因）をできるだけ取り除き、労働災害が生じない快適な作業現

場にすることが必要です。 
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図２－１  リスクアセスメントの導入・実施手順 
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３ リスクとは 

 
（１）用語の定義 

平成 18 年３月に公表された「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」（以下

「指針」）では、用語を次のとおり定義しています。 
 

 
建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その

他業務に起因する危険性又は有害性 
 
【危険性の分類例】 

● 機械等による危険性 
● 爆発性の物、発火性の物、引火性の物、腐食性の物等による危険性 
● 電気、熱その他のエネルギーによる危険性 
● 作業方法から生ずる危険性 
● 作業場所に係る危険性 
● 作業行動等から生ずる危険性 

 
【有害性の分類例】： 

● 原材料、ガス、蒸気、粉じん等による有害性 
● 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による有害性 
● 作業行動等から生ずる有害性 

 
 

 
危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は疾病の重篤度及び

発生する可能性の度合 
 

なお、「危険性又は有害性」とは、労働者に負傷又は疾病を生じさせる潜在的な根

源であり、ISO（国際標準化機構）、ILO（国際労働機関）等においては「危険源」、

「危険有害要因」、「ハザード（hazard）」等の用語で表現されています。 
 

 
事業場の建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業

行動その他業務に起因する危険性又は有害性等の調査 

「リスク」 

「調 査」 

「危険性又は有害性」 
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